
社会福祉法人改革について

平成２８年６月



平成２５年６月

８月

■「規制改革実施計画」閣議決定
・ 全社会福祉法人の平成25年度以降の財務諸表の公表、保育所の第三者評価受審率目標の策定 等

■「社会保障制度改革国民会議報告書」公表
・ 非課税扱いにふさわしい地域貢献 等

平成２６年６月

７月

１２月

■経済財政運営と改革の基本方針2014
・平成27年度介護報酬改定等における社会福祉法人の内部留保の状況を踏まえた適正化等

■「社会福祉法人の在り方等に関する検討会」報告書
・ 地域における公益的な活動の推進、法人組織の体制強化、法人運営の透明性の確保 等

平成２７年１月

２月

１２月

■「規制改革実施計画」閣議決定
「介護・保育事業等における経営管理の強化とイコールフッティング確立」
・ 社会福祉法人の財務諸表等の開示義務付け、社会福祉法人の内部留保の位置付けの明確化・福祉サービスへの再投資・社会貢献での
活用、社会福祉法人の経営管理体制の強化、所轄庁による指導・監督の強化、社会福祉法人に対する社会貢献活動の義務化 等

■「政府税制調査会」とりまとめ
「公益法人課税等の見直し」
・ 収益事業の範疇であっても、特定の事業者が行う場合に非課税とされている事業で、民間と競合しているもの（例えば社会福祉法人
が実施する介護事業）は、その取扱いについて見直しが必要 等

■平成27年度税制改正大綱
・ 公益法人等については、非収益事業について民間競合が生じていないか、収益事業への課税について軽減税率とみなし寄附金制度が
ともに適用されることが過剰な支援となっていないかといった点について実態を丁寧に検証しつつ、その課税のあり方について引き続
き検討を行う。

■「社会保障審議会福祉部会」報告書
・ 経営組織の在り方の見直し、運営の透明性の確保、適正かつ公正な支出管理、地域における公益的な取組の責務、内部留保の明確化
と福祉サービスへの再投下、行政の役割と関与の在り方、社会福祉施設職員等退職手当共済制度の見直し 等

社会福祉法⼈制度を巡る状況

■「社会福祉法人改革に関する提言」（自由民主党社会福祉法人改革プロジェクトチーム）
・ 法人運営におけるガバナンスの強化、法人運営における透明性の確保、内部留保の明確化と福祉サービスへの再投下、地域における
公益的な活動、適切かつ効果的な行政の関与、職員処遇の改善 等
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■平成28年度税制改正大綱
・公益法人等課税については、非収益事業について民間競合が生じているのではないかとの指摘がある一方で、関連制度の見直しの動きも
見られており、実効的な対応となるかどうか、動向をよく注視する。あわせて、収益事業への課税において、軽減税率とみなし寄附金制度がともに
適用されることが過剰な支援となっていないかといった点について実態を丁寧に検証しつつ、課税のあり方について引き続き検討を行う。



社会福祉法等の一部を改正する法律の審議経過について

○平成27年４月３日 「社会福祉法等の一部を改正する法律案」閣議決定

閣議決定

衆議院 参議院

○平成27年７月３日 提案理由説明
○平成27年７月８日 質疑①
○平成27年７月10日 参考人質疑
○平成27年７月29日 質疑②

附帯決議（10項目）

採決（可決）

厚労委

○平成28年３月10日 趣旨説明
○平成28年３月15日 質疑①
○平成28年３月16日 参考人質疑
○平成28年３月17日 質疑②

修正（※）
附帯決議（15項目）

採決（可決）

○平成27年７月31日 採決（可決）

本会議

厚労委

○平成28年３月23日 採決（可決）

本会議

《継続審査》

○平成28年３月30日 採決（可決）

厚労委

○平成28年３月31日 採決（可決）
成立、公布

本会議

衆議院可決と参議院可決の会期
が異なることから、衆議院で再度
採決が必要となった。

（※）審議が越年したことによる技術的な修正
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○ 公益性・非営利性を確保する観点から制度を見直し、国民に対する説明責任を果たし、地域社会に貢献する
法人の在り方を徹底する。

２．事業運営の透明性の向上

□ 財務諸表の公表等について法律上明記

１．経営組織のガバナンスの強化

□ 理事・理事長に対する牽制機能の発揮

□ 財務会計に係るチェック体制の整備

○ 議決機関としての評議員会を必置 ※理事等の選任・解任や役員報酬の決定など重要事項を決議

(注）小規模法人について評議員定数に係る経過措置を設ける。

○ 役員・理事会・評議員会の権限・責任に係る規定の整備
○ 親族等特殊関係者の理事等への選任の制限に係る規定の整備

○ 一定規模以上の法人への会計監査人の導入 等

○ 閲覧対象書類の拡大と閲覧請求者の国民一般への拡大
○ 財務諸表、現況報告書（役員報酬総額、役員等関係者との取引内容を含む。）、
役員報酬基準の公表に係る規定の整備 等

３．財務規律の強化
① 適正かつ公正な支出管理の確保

② いわゆる内部留保の明確化

③ 社会福祉事業等への計画的な再投資

① 役員報酬基準の作成と公表、役員等関係者への特別の利益供与を禁止等
② 純資産から事業継続に必要な財産（※）の額を控除し、福祉サービスに再投下可能
な財産額（「社会福祉充実残額」）を明確化
※①事業に活用する土地、建物等②建物の建替、修繕に必要な資金③必要な運転資金 ④基本金、国庫補助等特別積立金

③ 再投下可能な財産額がある社会福祉法人に対して、社会福祉事業又は公益事業
の新規実施・拡充に係る計画の作成を義務づけ（①社会福祉事業、②地域公益事業、③その
他公益事業の順に検討） 等
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□ 社会福祉法人の本旨に従い他の主体では
困難な福祉ニーズへの対応を求める

○ 社会福祉事業又は公益事業を行うに当たり、日常生活又は社会生活上支援を
要する者に対する無料又は低額の料金で福祉サービスを提供することを責務として
規定 ※利用者負担の軽減、無料又は低額による高齢者の生活支援等

５．行政の関与の在り方

□ 所轄庁による指導監督の機能強化

□ 国・都道府県・市の連携を推進

○ 都道府県の役割として、市による指導監督の支援を位置づけ

○ 経営改善や法令遵守について、柔軟に指導監督する仕組み（勧告等）に関する

規定を整備

○ 都道府県による財務諸表等の収集・分析・活用、国による全国的なデータベース

の整備 等

社会福祉法⼈制度の改革（主な内容）
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４．地域における公益的な取組を
実施する責務



○ 社会福祉法人について、一般財団法人・公益財団法人と同等以上の公益性を担保できる経営組織とする。

＜現行＞

理事
理事長
理事会

●理事会を業務執行に関する意思決定機関として
位置付け、理事・理事長に対する牽制機能を
働かせる。
●理事等の義務と責任を法律上規定。

評議員
評議員会

●評議員会を法人運営の基本ルール・体制の決定
と事後的な監督を行う機関として位置付け、
必置の議決機関とする。
※小規模法人について評議員定数の経過措置

（決議事項）
・定款の変更
・理事・監事・会計監査人の選任、解任
・理事・監事の報酬の決定 等

監事
●監事の権限、義務（理事会への出席義務、
報告義務等）、責任を法律上規定。

会計
監査人

●一定規模以上の法人への会計監査人による
監査の義務付け（法律）。

＜見直し後＞

●資産額100億円以上若しくは負債額50億円以上
又は収支決算額10億円以上の法人は２年に１回、
その他の法人は５年に１回の外部監査が望まし
いとしている（通知）。

●評議員会は、任意設置の諮問機関であり、
理事・理事長に対する牽制機能が不十分。

（審議事項）
・定款の変更
・理事・監事の選任 等

●監事の理事・使用人に対する事業報告の要求や
財産の調査権限、理事会に対する報告義務等が
定められていない。

●理事会による理事・理事長に対する牽制機能が
制度化されていない。

●理事、理事長の役割、権限の範囲が明確でない。
（注）理事会、理事長は通知に規定が置かれている。

１．経営組織のガバナンスの強化について
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備置き・
閲覧

公表

事業報告書 ○ －

財産目録 ○ －

貸借対照表 ○ ○
（通知）

収支計算書（事業活動計算書・資金
収支計算書）

○ ○
（通知）

監事の意見を記載した書類 ○ －

現況報告書（役員名簿、補助金、社
会貢献活動に係る支出額、役員の
親族等との取引状況を含む。）

－ ○
（通知）

役員区分ごとの報酬総額 － －

定款 － －

役員報酬基準 － －

事業計画書 － －

備置き・
閲覧

公表

○ －

○ －

○ ○

○ ○

○ －

○ ○

○
（※）

○
（※）

○ ○

○ ○

○ －

備置き・
閲覧

公告・
公表

○ －

○ －

○ ○

○ ○

○ －

○ －

○ －

○ －

○ ○

○ －

公表

－

－

○
（通知で措置済）

○
（通知で措置済）

－

○

○

－

－

－

現行 見直し案 公益財団法人
規制改革
実施計画

○ 社会福祉法人の高い公益性に照らし、公益財団法人以上の運営の透明性を確保することとし、以下の事項を法令上明記。
・ 定款、事業計画書、役員報酬基準を新たに閲覧対象とすること
・ 閲覧請求者を利害関係人から国民一般にすること
・ 定款、貸借対照表、収支計算書、役員報酬基準を公表対象とすること

○ 既に通知により公表を義務付けている現況報告書（役員名簿、補助金、社会貢献活動に係る支出額、役員の親族等との取
引内容を含む。）について、規制改革実施計画を踏まえ、役員区分ごとの報酬総額を追加した上で、閲覧・公表対象とすること
を法令上明記。

○ 国民が情報入手しやすいホームページを活用して公表。

（※）現況報告書に記載

２．事業運営の透明性の向上について
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社会福祉事業 公益事業

利
益

社会福祉法人の事業

Ⅰ 適正かつ公正な支出管理
Ⅱ 余裕財産の明確化
Ⅲ 福祉サービスへの再投下

Ⅰ 適正かつ公正
な支出管理

Ⅲ 福祉サービスへの再投下

公益性を担保する財務規律

「社会福祉充実計画」（再投下計画）

○ 地域のニーズに対応した新しいサービスの展開、人材への投資
○ 無料又は低額な料金による福祉サービスの提供等

「日常生活・社会生活上の支援を必要と
する者に対して無料又は低額な料金に
より福祉サービスを提供する責務」

いわゆる内部留保

事業継続に必要な財産
・事業に活用する土地、建物等
・建物の建替、修繕
・手元流動資金

Ⅱ 余裕財産の明確化

①社会福祉事業等投資額
社会福祉事業等に関する
・施設の新設・増設
・新たなサービスの展開
・人材への投資

② 「地域公益事業」投資額
・無料又は低額の料金により行う公益事業

③公益事業投資額③公益事業投資額

・会計制度の整備（新会計基準の導入）
・評議員会による内部牽制
・外部監査（会計監査人）の導入
・財務諸表の公表 等

・公認会計士又は税理士による計画の記載内容の確認
・「地域協議会」による地域の福祉ニーズの反映
・所轄庁による計画の承認
・実績の所轄庁への報告と公表 等

・法人による役員報酬
基準の設定と公表
・役員区分毎の報酬
総額の公表

・親族等関係者への
特別の利益供与を
法律上禁止
・関係者との取引内容
の公表
（対象範囲の拡大）

・一定規模以上の
法人に会計監査人
の設置義務化

適正な役員報酬

利益供与の禁止

会計監査人

３．財務規律の強化について
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○ 社会環境の変化に伴い、福祉ニーズが多様化・複雑化し、既存の制度（＝社会福祉事業）で

は十分に対応できない者（※）に対する支援の必要性が高まっている。

※生計困難者、独居高齢者、認知症高齢者 など

社会福祉法人
の役割

福祉ニーズの
多様化・複雑化

○ 多様化・複雑化する地域の福祉ニーズに対しては、様々な事業主体が各々の創意工夫により、

それぞれ対応していくことが必要。

○ その中で社会福祉法人については、その本旨に従い、他の事業主体では対応が困難な福祉

ニーズに対応していくことが求められる。

社会福祉法人
の本旨

社会福祉法人の
本旨に基づき

無料又は低額な料
金により福祉サー
ビスを提供する

責務の新設

○ 営利企業等では実施することが難しく、市場で安定的・継続的に供給されることが望めない

サービスを供給すること、すなわち、既存の制度の対象とならないサービスを無料又は低額な

料金により供給する事業の実施が求められる。

※現行制度においても、社会福祉法人は、高齢者の生活支援、成年後見人受任事業など様々な事業を、無料又は低額な料金

により展開している。

○ 規制改革実施計画（閣議決定）においては、こうした社会福祉法人の在り方を徹底する観点

から生計困難者に対する無料・低額の福祉サービスの提供などの社会貢献活動の実施の義

務付けを求めている。

⇒ 日常生活・社会生活上の支援を必要とする者に対して無料又は低額の料金により福祉
サービスを提供することを社会福祉法人の責務として位置付け

○ 社会福祉事業に係る福祉サービスの供給確保の中心的役割を果
たすだけでなく、既存の制度の対象とならないサービスに対応し
ていくことを本旨とする法人（社会福祉法第２４条）

４．地域における公益的な取組を実施する責務について
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○ 社会福祉法等の一部を改正する法律案においては、平成28年4月1日施行予定分として、所轄庁に
よる指導監督の機能強化を盛り込んでいるところ。

［所轄庁による立入検査］
○ 所轄庁による立入検査に関する規定（罰則あり）の整備（改正法案第56条第1項～第3項及び第133条第7号）

［勧告及び公表］
○ 柔軟かつ機能的な指導監督を行うために勧告・公表に関する規定の整備（改正法案第56条第4項及び第5項）

［所轄庁と関係都道府県等の協力］
○ 関係都道府県等（法人の事業所等の所在地の都道府県・市町村であって、当該法人の所轄庁でない
もの）は、法人に対して適当な措置をとる必要がある場合には、所轄庁に対して意見を述べることが
できる。（改正法案第57条の2第1項）

○ 所轄庁は、指導監督に必要がある場合には、関係都道府県等に対して、資料の提供等の協力を求め
ることができる。（改正法案第57条の2第2項）

［国及び都道府県の支援］
○ 国は都道府県及び市、都道府県は市に対して、法人の指導監督に関し必要な助言、資料の提供等の
支援を行うよう努める。（改正法案第59条の3）

※ 現在、国が所管する法人については、法人の主たる事務所の所在地の都道府県を経由して、定款
変更等の手続をしているところであるが、改正法案において、当該手続は廃止される。

５．⾏政の関与の在り⽅について

主な内容（平成28年4月1⽇施⾏予定）

（１）指導監督の⾒直しについて
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【都道府県 → 指定都市】

○ 都道府県の区域で事業を行う法人であって、主たる
事務所が指定都市に所在する法人に関する認可等の権
限を都道府県から指定都市に移譲

対象法人数：３１８法人（H27.3.31時点）

【地方厚生局 → 都道府県】

○ ２以上の都道府県の区域で事業を行う法人に関する
認可等の権限を地方厚生局から都道府県に移譲

対象法人数：４４０法人（H27.3.31時点）

Ａ厚生局
Ｇ県

Ｃ県 Ｅ県

Ｈ指定都市

Ｉ市 Ｋ町

法人本部
（主たる事務所）

Ｄ施設 Ｆ事業所 Ｌ事業所Ｊ施設

Ｂ県庁
Ｈ市役所

旧所轄庁

旧所轄庁

新所轄庁

新所轄庁

法人認可、
法人監査等

法人本部
（主たる事務所）

法人認可、
法人監査等

○ 「事務・権限の移譲等に関する見直し方針について」（平成25年12月20日閣議決定）を
受け、社会福祉法等の一部を改正する法律案に下記の内容を盛り込んでいるところ（平成
28年4月1日施行予定）。

（２）認可等の権限移譲について

Ｂ県

５．⾏政の関与の在り⽅について
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社会福祉施設職員等退職⼿当共済制度の⾒直しについて
① 支給乗率を長期加入者に配慮したものに見直す。
② 被共済職員が退職した日から再び被共済職員になった場合、前後の共済加入期間を合算できる期間を「2年以内」
から「3年以内」に拡充。

③ 障害者総合支援法等に関する施設・事業（児童福祉法に基づく障害児を対象とする施設・事業を含む。）について、
他の事業主体とのイコールフッティングの観点から、公費助成を廃止（既加入者に対する公費助成は維持）。

③公費助成の見直し

0

5

10

15

20

25

30

35

40

1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29

（支給乗率）

共済加入期間（年）

共済契約者
（社会福祉法人Ａ）

共済加入期間 ａ 共済加入期間 ｂ

※在籍期間が１年以上

退職日から
１日以上、２年以内

共済加入期間 ａ と共済加入期間 ｂ を合算

退職日（H26.3.31） 復帰期限（H28.3.30）

共済契約者
（社会福祉法人Ｂ）

※加入要件を満たす雇用契約

現行

改正後

３年以内

・・

前回改正
（Ｈ１８．４．１施行）

１割引下げ

介
護

廃止

障
害

保
育

公
費

助
成

（国
１
／
３
、
都
道
府
県
１
／
３
）

公費助成の取扱いは、
将来の検討課題

・ 社会福祉法人がサー

ビスの中核的な担い手
となっている現状

・ 障害者関連施策など

制度自体の枠組みを
検討中

共済加入
期間の合算

給付水準

今回の見直し（案）

長期勤続に配慮するなどの
見直し

－

廃止

公費助成の取扱いは、平成29

年度までに検討し、結論

・ 障害者関連の新制度への移行
が完了
・社会福祉法人以外の参入

退職した日から起算
して２年以内

出産、育児、介護等の事由により退
職した職員が、復職しやすい環境を
整えるため、３年以内に拡大

・ 子ども・子育て支援新制度が
平成27年度から施行

・ 平成29年度を目標年度にする

待機児童解消加速化プランが
進行中

①給付水準の見直し

②共済加入期間の合算制度の充実

11



①事業運営の透明性の向上

□ 財務諸表の公表等について法律
上明記

○ 閲覧対象書類の拡大と閲覧請求者の国民一般への拡大

○ 財務諸表、現況報告書（※）、定款の公表に係る規定の整備

※ 役員報酬総額、役員等関係者との取引内容を除く。

②財務規律の強化
（適正かつ公正な支出管理の確保）

○ 役員等関係者への特別の利益供与を禁止
○ 会計基準の省令への位置付け

③地域における公益的な取組
を実施する責務

○ 社会福祉事業又は公益事業を行うに当たり、日常生活又は社会生活上支援を
要する者に対する無料又は低額の料金で福祉サービスを提供することを責務として
規定 ※利用者負担の軽減、無料又は低額による高齢者の生活支援等

④行政の関与の在り方

□所轄庁による指導監督の機能強化

□国・都道府県・市の連携を推進

○ 二以上の都道府県の区域で事業を行う法人に関する認可等の権限を地方厚生局
から都道府県に、一の都道府県の区域で事業を行う法人であって、主たる事務所が
指定都市に所在する法人に関する認可等の権限を都道府県から指定都市に移譲

○ 都道府県の役割として、市による指導監督の支援を位置づけ

○ 経営改善や法令遵守について、柔軟に指導監督する仕組み（勧告等）に関する

規定を整備 等

社会福祉法等の一部を改正する法律の主な改正事項（平成28年4月1⽇施⾏分）

改正前 改正後

備置き・
閲覧

①事業報告書、②財産目録、
③貸借対照表、④収支計算書、
⑤監事意見書

①事業報告書、②財産目録、
③貸借対照表、④収支計算書、
⑤監事意見書、⑥現況報告書、⑦定款

公表

法律に規定なし
＊通知で以下を義務付け

①貸借対照表、②収支計算書、
③現況報告書

①貸借対照表、②収支計算書、
③現況報告書、④定款

二 社会福祉施設職員等退職手当共
済制度の見直し

○ 退職手当金の支給乗率を長期加入者に配慮したものに見直し
○ 被共済職員が退職し、再び被共済職員となった場合に共済加入期間の合算が認
められる期間を２年以内から３年以内に延長
○ 障害者支援施設等に係る公費助成を介護保険施設等と同様の取扱いに見直し

一

社
会
福
祉
法
人
改
革

12



社会福祉法等の一部を改正する法律における施⾏⽇等

年度 月 法人 所轄庁

H28

4

6

○旧評議員会・旧理事会
-決算、定款変更（所轄庁変更に関する事項）

○定款変更の認可（所轄庁変更
に関する事項）※都道府県・指
定都市

○現況報告書等の届出（～H28.6.30）

～
○旧評議員会・旧理事会
-定款変更（H29.4.1施行に関する事項：新評議員の選任方法等）

→H29.3.31までにあらかじめ新評議員を選任（任期はH29.4.1～）

○定款変更の認可（H29.4.1施行
に関する事項）

3 ・現評議員の任期満了（H29.3.31）

H29

4

6

・新評議員の任期開始（H29.4.1～）

○新理事会（旧役員）
-決算、社会福祉充実計画、役員等報酬基準
-新役員案（・会計監査人案）

○新評議員会
-決算、社会福祉充実計画、役員等報酬基準
-新役員（・会計監査人）の選任→任期開始（現役員の任期満了）

○社会福祉充実計画の申請（～H29.6.30）
○現況報告書、役員等名簿・役員等報酬基準等の届出（～H29.6.30）

○社会福祉充実計画の承認
（申請後一定期間内に承認）

○H28.4.1施行予定：地域公益活動の実施、財務諸表の公表、指導監督の見直し・権限移譲、退職手当制度の見直し
○H29.4.1施行予定：経営組織のガバナンス強化（評議員会等）、財務規律の強化（社会福祉充実計画等）

～

～

※新評議員会：改正法案に基づく、必置の議決機関としての評議員会
旧評議員会：現行法に基づく、任意の諮問機関としての評議員会

新理事会：改正法案に基づく理事会
旧理事会：現行法に基づく理事会

～

13



法施行後の大まかなスケジュール
H29.4月H28.4月

社会保障審議会
福祉部会で議論

政令、省令、通
知の諸手続及び
発出

自治体、法人への周知

新
評
議
員
任
期
開
始

（法
第
36

条
第
1

項
）

[定款変更認可後H29.3月末までに]

新評議員の選任

定款変更（新評
議員の選任方
法）の準備･手
続

評
議
員
関
係

会
計
監
査
人
関
係

対
象
法
人
の

基
準
の
決
定

会
計
監
査
人
選
任

（法
第
37

条
）

新
評
議
員
に
よ
る

定
時
評
議
員
会

会計監査開始
○会計監査人候補者
の選定

会
計
監
査
契
約
締
結

○予備調査の実施
○予備調査の結果に基づく
改善支援の実施

電
子
開
示

シ
ス
テ
ム
関
係

財表等電子開示システムに係る試行テスト
（入力ツール、利用ガイド等の配布）

本格稼働した
システムの活用

社
会
福
祉
充
実
計
画

決
算
見
込

社会福祉充実残額の試算
定
時
評
議
員
会
の
承
認

（法
第
55

条
の
２
第
７
項
）

所
轄
庁
の
承
認

（法
第
55

条
の
２
第
９
項
）

（残額有の場合のみ）

社会福祉充実計画の作成（試行）

公
認
会
計
士
、
税
理
士

等
に
よ
る
確
認

（法
55

条
の
２
第
５
項
）

活用

14



○ 法人の理念や経営状況を理解した上で中立的な立場から審議できる者を評議員とし

て選任することが重要。こうした視点に立った評議員の選任が可能となる運用とする。

評議員の選任方法の例

※ 法律上、評議員の選任方法は定款に定め、所轄庁の認可が必要とされている（一般財団法人・公益財団法

人と同じ） 。 理事が評議員等を選任・解任する旨の定めは法律上認められていないが、それ以外は基本的に

社会福祉法人が定めた方式で評議員を選任できる。

・ 一般財団法人・公益財団法人の運用では、評議員は、中立的な選定委員会等の方法により選任されている。

定
款
変
更
案
の
決
定

※

法
定
事
項

所
轄
庁
に
よ
る
定
款
変
更
の
認
可

※

法
定
事
項

理
事
会
に
よ
る
評
議
員
選
定
委
員
会

の
設
置

理
事
会
に
よ
る
評
議
員
候
補
者
の
推
薦

理
事
会
に
よ
る
推
薦
理
由※

の
説
明

※

経
歴
、
役
員
等
と
の
関
係
を
含
む
。

選
定
委
員
会
に
よ
る
審
議
・決
議

評議員の選任方法（運用）

15



評議員としての識見を有する人材について

（評議員としての識見を有する人材の例）

・社会福祉事業や学校などその他の公益的な事業の経営者

・社会福祉に関する学識経験者（大学教員等）

・社会福祉法人に関与した経験がある弁護士、公認会計士、税理士等

・地域の福祉関係者（民生委員・児童委員等）

＊民生委員・児童委員数 23.6万人（平成25年）

（配置の考え方）都市部：220～440世帯に1人、町村部：70～200世帯に1人

・社会福祉法人職員OB（退職後一定期間を経過した者）

・地域の経済団体が適切な者として推薦する者

等

○ 法律上、評議員は、社会福祉法人の適正な運営に必要な識見を有
する者のうちから選任することとされている。
第39条 評議員は、社会福祉法人の適正な運営に必要な識見を有する者のうち

から、定款の定めるところにより、選任する。

○ 社会福祉法人において円滑に評議員を選任できるよう、評議員とし
ての識見を有すると考えられる人材の分かり易い例を示す。

16



社会福祉法人

評議員会

情報の提供

自治体

評議員としての識見を

有する人材に関する

情報の収集 社会福祉協議会

相談

学識経験者

経営者

福祉関係者

等

○ 小規模法人等における評議員の確保を支援するため、社会福祉法人からの相談に
応じて、評議員としての識見を有する人材に関する情報を提供する仕組みを講ずる。

○ 所轄庁や地域の社会福祉協議会において、上記の人材についての情報を収集する。

地域における評議員の確保を支援する仕組み

17



評議員会による理事等の選任・解任について

○ 公益性を担保する観点から理事等に対する牽制機能を働かせるため、理事等の選

任・解任は評議員会の決議によることとしている。

○ これは平成18年の公益法人改革で一般財団法人・公益財団法人に導入された仕組

みであり、公益法人と同等以上の公益性を担保するため、社会福祉法人においても同

様の制度とすることは避けて通れない。

※ 評議員会による理事等の解任については、法律上、解任事由が制限されて

おり、評議員が自由に理事等を解任できるわけではない。

※ また、評議員会の決議の無効の確認又は取消の訴え等ができる。

◎社会福祉法改正案

第４５条の４ 役員が次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によって、当該役員を解任することが

できる。

一 職務上の義務に違反し、又は職務を怠つたとき。

二 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。

※ 一般財団法人・公益財団法人において、法人の乗っ取り等により安定的な

法人運営が阻害される状況とはなっていない。 18



第１６回社会保障審議会福祉部会
（平成２８年４月１９日）

資料

（一部抜粋）



今後の主な検討課題

第１６回社会保障審議会福祉部会
平成２８年４月１９日

資料３



《評議員会の員数に係る経過措置》

一定の事業規模を超えない法人について、施行から３年間、評議員
の数について４人以上とすることとしているが、この事業規模をどうする
か。

■改正社会福祉法

（評議員の資格等）

第四十条 （略）

３ 評議員の数は、定款で定めた理事の員数を超える数でなければならない。

（附則）

第十条 この法律の施行の際現に存する社会福祉法人であって、その事業の規模が政令で定

める基準を超えないものに対する新社会福祉法第四十条第三項の規定の適用については、

施行日から起算して三年を経過する日までの間、同項中「定款で定めた理事の員数を超える

数」とあるのは、「四人以上」とする。
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《会計監査人の設置法人》

一定の事業規模を超える法人に会計監査人の設置を義務付けている
が、この事業規模をどうするか。

■改正社会福祉法

（会計監査人の設置義務）

第三十七条 特定社会福祉法人（その事業の規模が政令で定める基準を超える社会福祉法人

をいう。第四十六条の五第三項において同じ。）は、会計監査人を置かなければならない。

22



◆福祉部会報告書

【会計監査人の設置を義務付ける法人の範囲】

会計監査人の設置を義務付ける法人の範囲については、監査に対応できる事務 処理の

態勢と監査費用の負担能力、所轄庁の監査との役割分担等を考慮し、以下の要件のいずれ

かに該当する法人とすることが適当である。

①収益（事業活動計算書におけるサービス活動収益）が１０億円以上の法人（当初は１０億

円以上の法人とし、段階的に対象範囲を拡大）

②負債（貸借対照表における負債）が２０億円以上の法人

23



■改正社会福祉法
（社会福祉充実計画の承認）
第五十五条の二 社会福祉法人は、毎会計年度において、第一号に掲げる額が第二号に掲
げる額を超えるときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該会計年度の前会計年度の
末日（同号において「基準日」という。）において現に行つている社会福祉事業若しくは公益事
業（以下この項及び第三項第一号において「既存事業」という。）の充実又は既存事業以外の
社会福祉事業若しくは公益事業（同項第一号において「新規事業」という。）の実施に関する
計画（以下「社会福祉充実計画」という。）を作成し、これを所轄庁に提出して、その承認を受
けなければならない。
一 当該会計年度の前会計年度に係る貸借対照表の資産の部に計上した額から負
債の部に計上した額を控除して得た額
二 基準日において現に行つている事業を継続するために必要な財産の額として厚
生労働省令で定めるところにより算定した額

《控除対象財産の算定方法》

いわゆる控除対象財産の算定方法をどうするか。

24



◆福祉部会報告書

【内部留保の明確化】

控除対象財産額は、

①社会福祉法に基づく事業に活用している不動産等（土地、建物、設備等）、

②現在の事業の再生産に必要な財産（建替、大規模修繕に必要な自己資金）、

③必要な運転資金（事業未収金、緊急の支払いや当面の出入金のタイムラグへ

の対応）

を基本に算定することが考えられる。

これらは、内部留保を的確に明確化するに当たっての要となる部分であるので、その詳細

な内容については、制度実施までの間に、専門的な見地から検討の上、整理する必要がある。
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① 社会福祉法に
基づく事業に活用
している不動産等

（考え方）

・ 土地

・ 建物

・ 設備

※社会福祉法に基づく事業に

活用している財産の特定は財産
目録等により行う

再
投
下
対
象
財
産

② 再生産に必要な
財産

（考え方）

・建替、大規模修繕

・設備等の更新

※再生産に必要な財産につ
いては、補助金、融資の活
用を考慮した算出基準を適用

③ 必要な運転資金

（考え方）

・事業未収金

・緊急の支払や当面
の出入金のﾀｲﾑﾗｸﾞ

控除対象財産：事業継続に必要な最低限の財産

*負債との重複部分については調整。

社会福祉法人の余裕財産の明確化

○ 社会福祉法人のⒶすべての財産（基本金及び国庫補助等特別積立金を除く。）
を対象に、Ⓑ事業継続に必要な財産（控除対象財産）と余裕財産を区分し、
余裕財産をⒸ再投下対象財産として位置づける。

資産－負債－基本金－国庫補助等特別積立金 ＝

Ⓐ

Ⓑ

Ⓒ

Ⓐ

＊基本金及び国庫補助等特別積立金
との重複部分は調整

平成26年10月16日
第６回社会保障審議会福祉部会資料
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控除対象財産① 社会福祉法に基づく事業に活用している不動産等

（算出方法）
（１）財産目録から、現に社会福祉事業等に活用している財産を判定（判定にあたっては、通知等で一定の基準を示す）
（２）対応する負債等の重複を控除する。

（財産目録イメージ）

・
・
・

財 産 目 録 （記載例）

平成 年 月 日現在
（単位：円） （単位：円）

貸借対照表科目 場所・物量等 取得年度 使用目的等 取得価額 減価償却累計額 貸借対照表価額 控除対象
控除対象
額

Ⅰ 資産の部
１ 流動資産

現金預金

現金 現金手許有高 － 運転資金として － － ×
普通預金 ○○銀行○○支店 － 運転資金として － － ×

事業未収金 － ○月分介護料 － － ×
・・・・・・ ・・・・・・・・ － ・・・・・・・ － －

流動資産合計
２ 固定資産
（１） 基本財産

土地 所在地番○○ 地目○○ －
第１種社会福祉事業である、○○
施設に使用している

－ － ○

建物
所在○○ 家屋番号○○
種類○○

19●●年度
第１種社会福祉事業である、○○
施設に使用している

1,200,000,000 700,000,000 500,000,000 ○

建物
所在▲▲ 家屋番号▲▲
種類▲▲

19××年度
第１種社会福祉事業である、▲▲
施設に使用している

800,000,000 400,000,000 400,000,000 ○

定期預金 ○○銀行○○支店 －
寄附者により○○事業に使用する
ことが指定されている

－ － ○

・・・・・・ ・・・・・・・・ － ・・・・・・・ － －
基本財産合計

（２） その他の固定財産

車両運搬具
（車種）○○他3台
（車輌№）・・・

－ 利用者送迎用車両 10,000,000 3,000,000 7,000,000 ○

○○積立資産 定期預金 ○○銀行○○支店 －
○○事業の積立資産であり、資産
取得資金として管理されている預金

－ － ×

土地 所在○○ －
5年後に開設する○○事業のため
の用地

－ － ×

建物
所在○○ 家屋番号○○
種類○○

20●●年度
社会福祉施設以外（訪問介護事業
所等）の第2種社会福祉事業に使用
している

900,000,000 200,000,000 700,000,000 ○

・・・・・・ ・・・・・・・・ － ・・・・・・・ － －
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控除対象財産② 固定資産の再取得に必要な財産

（算出方法（イメージ））
再取得に必要な財産

＝ （減価償却累計額×建設単価上昇率）×一般的な自己資金比率 ＋α（修繕等）

40年目30年目20年目10年目

建替

５億円

１０億円

○減価償却により法人内に自己資金が蓄積され、
建てかえ時期（おおむね４０年経過後）には、現
在の建物と同等の建て替えを行うための資金が
法人内部に留保される。

○法人に蓄積される建て替え費用は建設時の水
準であることから、建設単価上昇率を考慮する。

減価償却累計額 補助金比率

借入金比率

自己資金比率

○減価償却累計額（建設単価上昇分を含む）には、
補助金、借入金、自己資金によるものが含まれてお
り、建て替え時に補助金や借入金を活用することを
前提にすれば、法人が再生産のために内部留保す
べき額は減価償却累計額に一般的な自己資金比率
を乗じた額となる。

１１億× ＝再取得に必要な財産
（控除対象）

減
価
償
却
累
計
額
×
建
設
単
価
上
昇
率
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《地域協議会》

社会福祉法人は、地域公益事業を行う社会福祉充実計画の作成にあ
たって、「地域協議会」等の意見を聞くこととされているが、この地域協議
会については、どのような形とするのが適当か。

■改正社会福祉法

（社会福祉充実計画の承認）

第五十五条の二 （略）

６ 社会福祉法人は、地域公益事業を行う社会福祉充実計画の作成に当たつては、当該地域

公益事業の内容及び事業区域における需要について、当該事業区域の住民その他の関係

者の意見を聴かなければならない。
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◆福祉部会報告書

【「地域協議会」について】（抄）

「地域協議会」は、所轄庁が地域ケア推進会議等の既存の協議会を活用するなどして開催

することとし、その運営については、社会福祉協議会が中心的な役割を果たすケースが想定

される。具体的には、各協議会の代表者、地域住民、所轄庁・関係市町村等が参加し、「地域

における公益的な取組」を実施しようとする社会福祉法人が、可能な範囲で制度横断的に地

域における福祉ニーズを把握できる場を設けることが基本であるが、各地域における福祉に

関する協議会の設置状況、活動状況を踏まえた柔軟な運用を認める必要がある。また、既存

の福祉に関する協議会の多くは地方公共団体が設置するものであることから、円滑に地域

ニーズを把握する機会を得られるよう所轄庁において関係市町村と連携することが求められ

る。
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○ 社会福祉法人が社会福祉充実計画の作成に当たって、改正法案第５５条の２第６項の規定に
より求められる意見聴取は、地域協議会が行う。

○ また、この「地域協議会」の枠組みを、社会福祉法人が「地域における公益的な取組」を実施
するに当たり、地域における福祉ニーズが適切に反映される機会とすることが考えられる。

○ 地域協議会には以下のような機能が考えられる。
①「地域における公益的な取組」に係る地域における福祉ニーズの把握
②「地域における公益的な取組」の実施体制の調整等
③「地域における公益的な取組」の実施状況の確認

（参考）社会福祉法改正法案第５５条の２第６項
社会福祉法人は、地域公益事業を行う社会福祉充実計画の作成に当たつては、当該地域公益事業の内容及び事業区域における需要に
ついて、当該事業区域の住民その他の関係者の意見を聴かなければならない。

「地域協議会」について

機能及び役割

○ 法人による地域のニーズの把握及び所轄庁による社会福祉充実計画の承認を円滑に行うこと
ができる仕組みとする。

○ 地域協議会は、法人が「地域における公益的な取組」や改正後の法第55条の２に基づき「地域
公益事業」を実施する際、制度横断的に福祉ニーズを把握できる場として設けることが基本である
が、福祉ニーズを把握する機能を有する既存の組織・協議会等の活動状況等を踏まえた運用を認
める。

地域協議会の制度化に関する基本的考え方
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「地域協議会」の具体例

○ 所轄庁が地域の実情に応じて判断することとなるが、以下のような例が想定される。

（例１） 市町村社会福祉協議会の地域福祉活動計画策定委員会等を活用して開催
（例２） 生活支援体制整備事業における協議体（介護保険制度）等の既存の協議会を活用し、

構成員に他の福祉分野の有識者を追加するなどして開催するケース

開催の主体

○ 地域協議会の構成メンバ－としては以下のような者が想定される。
・ 福祉各分野のサービスにおいて地域のニーズの把握や行政計画の策定・サービス内容の
決定等の役割を持つ会議体（市町村単位）の関係者
※ 各種協議会、地域包括支援センター、自立相談支援機関（生活困窮者自立支援法） 等
・ 学識経験者
・ 保健医療福祉関係者
・ 民生委員・児童委員
・ サービスを受ける立場の住民（子育て世帯、高齢者、障害者 等）
・ 市町村、都道府県（各福祉サービス等所管部局）
・ 社会福祉協議会

構成メンバー
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６．内部留保の明確化と福祉サービスへの再投下

（４）「地域協議会」について
・ 社会福祉法人が「地域における公益的な取組」を実施するに当たり、地域における福祉ニーズが
適切に反映されるよう、「地域協議会」を開催することが適当である。

・ 「地域協議会」の機能としては、
①社会福祉法人が実施する「地域における公益的な取組」に係る地域における福祉ニーズの
把握、
②「地域における公益的な取組」の実施体制の調整等（複数の法人が連携・協働した事業の
実施についての検討・調整）
③「地域における公益的な取組」の実施状況の確認

が考えられ、「地域協議会」が社会福祉法人による地域福祉活動の推進の基盤となることが期待される。

・ 「地域協議会」は、所轄庁が地域ケア推進会議等の既存の協議会を活用するなどして開催する
こととし、その運営については、社会福祉協議会が中心的な役割を果たすケースが想定される。
具体的には、各協議会の代表者、地域住民、所轄庁・関係市町村等が参加し、「地域における
公益的な取組」を実施しようとする社会福祉法人が、可能な範囲で制度横断的に地域における福
祉ニーズを把握できる場を設けることが基本であるが、各地域における福祉に関する協議会の設
置状況、活動状況を踏まえた柔軟な運用を認める必要がある。
また、既存の福祉に関する協議会の多くは地方公共団体が設置するものであることから、円滑
に地域ニーズを把握する機会を得られるよう所轄庁において関係市町村と連携することが求め
られる。

（参考）社会保障審議会福祉部会報告書（平成２７年２月１２日）（抜粋）
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○ 社会福祉法等の一部を改正する法律の成立に伴い、今般、福祉部会を再開し、制度改革に係る重要事項（控除対象財
産の考え方、小規模法人の特例の範囲、会計監査人の設置義務対象の範囲）の審議を行うこととしているが、専門的・技
術的な検討を要すると考えられる、会計監査関係や控除対象財産関係等の検討項目については、当検討会において、一
定の専門的・技術的整理を行うこととする。

○ なお、当検討会における議論については、適宜、福祉部会に報告することとする。

社会福祉法人の財務規律の向上に係る検討会の設置について

（１） 会計監査等に係る次の①から④に掲げる事項とする。
① 会計監査人候補者の選び方
② 会計監査の実施範囲（証明範囲の設定）
③ 会計監査の実施内容（重点監査項目の設定）
④ 会計監査人非設置法人に対する専門家の活用方法

（２） 控除対象財産等に係る次の①から②に掲げる事項とする。
① 控除対象財産の算定ルール
② 控除対象財産の算定に用いる各種係数の設定の考え方

○ 上記の外、必要に応じて専門的見地から検討が必要な項目を検討するものとする。

（１） 財務に関する専門的知見を有する者
（２） 有識者
（３） 法人を経営する者

１．設置趣旨

２．検討課題

３．検討会メンバー
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第１７回社会保障審議会福祉部会
（平成２８年５月２０日）

資料

（一部抜粋）



検討の方向性

○ 社会福祉法等の一部を改正する法律（平成２８年法律第２１号。以下「改正法」という。）においては、社会福
祉法人の経営組織のガバナンスの強化を図る観点から、評議員会について、これまでの任意の諮問機関から、
必置の議決機関としたところである。

○ この際、小規模法人に配慮する観点から、一定の事業規模を超えない法人については、評議員の員数につ
いて、本来、理事の員数（６人以上）を超える数とするところ、施行から３年間、４人以上とすることとしている。

○ この一定の事業規模については、社会福祉施設を１か所経営する社会福祉法人とするとの考え方もあった
が、保育所などの小規模の施設を２か所経営している法人と、特養などの一定規模の施設を１か所経営して
いる法人を比較した場合に、後者を小規模とすることは必ずしも適当ではないのではないかという意見があっ
た。

○ このため、法人が経営する施設の数にかかわらず、事業活動計算書におけるサービス活動収益を基準とし
て検討してはどうか。

第17回社会保障審議会福祉部会

平成２８年５月２０日
資料２

法人全体
児童福祉事

業のみ
保育所のみ

児童養護施
設のみ

高齢者福祉
事業のみ

特養等のみ
障害者福祉
事業のみ

障害者支援
施設等のみ

1億円以下 22.4% 32.7% 39.0% 9.3% 8.6% 6.8% 37.2% 7.5%

2億円以下 50.1% 78.0% 83.6% 66.4% 20.7% 17.9% 60.7% 25.3%

3億円以下 62.0% 90.0% 93.1% 90.7% 33.1% 37.0% 75.7% 57.5%

4億円以下 70.4% 94.7% 96.4% 94.4% 48.5% 57.9% 84.2% 71.9%

5億円以下 77.3% 97.0% 98.2% 99.1% 64.1% 77.8% 89.3% 82.2%

※ 社会福祉法人が、社会福祉法第59条第1項に基づき、各所轄庁に対して届け出た現況報告書等について、各所轄庁
の協力を得て収集し、そのうちの事業活動計算書（平成25年度決算）から、集計・分析を行った。

１．評議員の員数に係る経過措置

（参考資料：サービス活動収益階層ごとの事業別法人数累計割合）
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○ 改正法においては、社会福祉法人の経営組織のガバナンスの強化、財務規律の確立の観点から、一定の
事業規模を超える法人に対して、会計監査人による監査を義務付けることとしたところである。

○ この一定の事業規模については、社会保障審議会福祉部会報告書（平成２７年２月１２日）において、収益
（事業活動計算書におけるサービス活動収益）が１０億円以上の法人又は負債（貸借対照表における負債）が
２０億円以上の法人とすることが適当とされたところである。

○ 会計監査人の選任に当たっては、予備調査を含め、一定の期間が必要であることから、監査を受ける社会
福祉法人における態勢整備が必要であるとともに、監査を実施する公認会計士等においても、一定の準備が
必要である。

○ 会計監査人の導入は、今回の改革の柱の一つであり、しっかりとした監査体制が構築され、社会福祉法人
に対する信頼を向上させていく必要があることから、十分な準備期間が必要であるが、改正法案の提出から
成立まで１年が経過し、施行までの準備期間が１年足らずという状況となっている。

○ このような状況を踏まえると、今般導入することとした、会計監査人制度を社会福祉法人に安定的に根付か
せ、将来的に、より多くの社会福祉法人に対して適用していくためには、導入時に円滑に施行することが重要
である。

○ このため、会計監査人制度については、段階的に導入することとしてはどうか。

２．会計監査人の設置義務法人の範囲
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第17回社会保障審議会福祉部会
平成２８年５月２０日

参考資料１－１

社会福祉法人の財務規律の向上に係る検討会（第１回、第２回）
における議論を踏まえた方向性

平成２８年５月２０日

１．会計監査人候補者の選び方

○ 社会福祉法人の契約行為における透明性を踏まえると、選定委員会などによる選定が望まし
いものの、施行までの準備期間を考慮し、理事会決議などの弾力的な運用も可能とする。

○ その際、複数の会計監査人候補者から提案書・見積書等を入手し、法人において選定基準を
作成し、比較検討のうえ、選定することとする。
○ なお、選定基準の例や選定方法については、法人に対して丁寧に周知していく。

２．会計監査の実施範囲（証明範囲の設定）

○ 今般の会計監査人制度の導入は、法人全体の経営組織のガバナンスの強化、財務規律の強
化を図ることが目的であり、法人単位の計算書類について会計監査人監査により適正性が担保
されれば、その目的の達成は可能である。したがって、会計監査人による監査証明の対象となる
計算書類及び附属明細書の範囲については、法人単位の計算書類及びそれに対応する附属
明細書の各項目とすることが適当である。

○ この際、法人単位の計算書類とその附属明細書は拠点区分別の積み上げであることから、必
要に応じて、拠点区分別の計算書類及びそれらの附属明細書についても確認の対象となる。
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３．会計監査の実施内容（重点監査項目の設定）

○ 会計監査人は一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、計算書類等を対象として会
計監査を実施する。効率的・効果的な会計監査を実施するため、法人における業務を管理運営
するための法人内部の統制の仕組み（以下、「内部統制」という）の整備・運用状況についても確
認を行う。

○ 社会福祉法人の内部統制に関しては、公益性・非営利性の高い事業の特性等を踏まえ、事業
に係る内部統制のうち会計監査人が特に注力する分野としては以下のとおりとする。
・購買プロセスに係る内部統制
・固定資産管理プロセスに係る内部統制
・資金管理プロセスに係る内部統制
・人件費プロセスに係る内部統制

（注）会計監査を受ける法人の状況や公認会計士が行う監査手法等により内部統制の確認方法
は様々である。

４．会計監査人非設置法人に対する専門家の活用方法

○ 社会保障審議会福祉部会報告書（平成２７年２月１２日）において、会計監査人の設置の義務
付けの対象とならない法人に対する対応として「公認会計士、監査法人、税理士又は税理士法
人による財務会計に係る態勢整備状況の点検等」が示されている。

○ これに関しては、当該法人の事業規模や財務会計に係る事務態勢等に即して、財務会計に関
する事務処理体制の向上や財務会計に関する内部統制の向上に係る必要な支援を選択して、
専門家を活用することが考えられる。

以 上



社会福祉法人の財務規律の向上に係る検討会
（第１回、第２回）における議論を踏まえた方向性

第17回社会保障審議会福祉部会

平成２８年５月２０日
参考資料１－２

（参考資料）



1. 会計監査人候補者の選び方・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・･1

2. 会計監査の実施範囲（証明範囲の設定） ･･････････････5

3. 会計監査の実施内容（重点監査項目の設定） ･････････7

4. 会計監査人非設置法人に対する専門家の活用方法･･･8

＜目 次＞



１．会計監査⼈候補者の選び⽅

Ｈ29/7 H30/7

監査の準備期間 監査契約 （初年度） 監査契約 （2年度以降）

監査
報告書

平成29年度決算について会
計監査の実施

監
査
契
約

会
計
監
査
人

候
補
者
選
定

Ｈ28/7

予備調査
及び改善期間

Ｈ29/3

評議
員会
選任

（１）会計監査人監査に係るスケジュール例

③予備調査及び改善期間 平成28年９月～

⑤定時評議員会にて選任 平成29年５月～６月

⑥監査契約締結 平成29年６月～７月

社会福祉法人

①複数の会計監査人候補者からの提案書、見積書の入手
平成28年７月

社会福祉法人

②会計監査人候補者の選定 平成28年８月
社会福祉法人

会計監査人候補者

※年月の記載は例示

社会福祉法人

会計監査人候補者

④理事会にて会計監査人の選任に係る評議員会の議題を決議
平成29年５月～６月

社会福祉法人

原則１週間

社会福祉法人

会計監査人候補者

提
案
書
、
見
積
書

の
入
手

① ②

③

④⑤ ⑥

1

※会計監査人の設置義務が課される社会福祉法人については、改正法附則第８条に基づき、施行日（平成29年４月１日）以後最初に
招集される定時評議員会において会計監査人を選任することとなり、当該会計監査人は、平成29年度決算について監査することになる。



（１）監査実施体制等の評価
①当該法人に対する監査の基本方針及び考え方（着眼点や重点項目）
②主要な監査手続き及び監査要点
③法人本部及び施設等を監査するチーム体制
④監査スケジュール
⑤監査の責任者及び担当者の経歴及び実務経験等
⑥監査の指導的機能に対する考え方
⑦監査のサポート体制
⑧監事、内部監査担当部門との連携に関する考え方

（２）監査費用の評価
①監査報酬見積費用総額（見積り、積算の方法を含む。）
②監査日程（日数）の大幅な変更が生じたときの処理方法

（２）会計監査人候補者選定について

2

複数の会計監査人候補者から提案書、見積書を入手し、下記の選定基準の例を参考にして比
較検討のうえ選定すること。社会福祉法人の契約行為における透明性を踏まえると、選定委員
会などによる選定が望ましいものの、施行までの準備期間を考慮し、理事会決議などの弾力的
な運用も可能とする。

選定基準の例



（３）監査実績等の評価
①監査実績
②社会福祉法人に対する監査実績、非監査実績（会計指導、経営支援等）

③公益社団･財団法人、一般社団・財団法人に対する監査実績、非監査実績（会計会計指
導、経営支援等）

④当該法人が実施している事業と類似の事業を実施している組織の監査実績、非監査実
績（会計指導、経営支援等）

⑤日本公認会計士協会又は公的機関における社会福祉法人制度に関係する部会等への
関与実績

（４）品質管理体制の評価

①品質管理の体制（公認会計士協会の定める監査の品質管理に関する指針等に即した品
質管理を行っているかなどを評価）

②会計監査人候補者に関して公認会計士法に基づく処分がある場合はその内容とこれに
対して取った措置（過去○年間）

3

※ 上記の選定基準の例は網羅的に例示したものであり、各項目については各法人の任意である。



会計監査人候補者は、監査の依頼人である社会福祉法人が監査に協力する体制にあるか、会計監査に対
応可能な内部統制が構築されているか、計算書類等が社会福祉法人会計基準等に準拠して作成されている
かどうかなどを調査する。

項目例 手続き例

1.法人の概況理解 法人の沿革、業務内容、役員の氏名、役職、取引先関係その他監査のために必要な重
要事項について、関係書類等を閲覧し、又は責任者に質問して理解する。

2.理事長と面談 理事長よりガバナンスの考え方、リスクの把握、誠実性、法人運営方針、課題等を聞く。

3.諸規程の整備状況 法人運営にとって必要な諸規程が適切に整備されているかを確認する。

4.過去の計算書類等のレ
ビュー、期首残高レビュー

法人の過年度における財政状態、事業活動の状況、資金の状況の概要を把握するため、
過年度の計算書類等をレビューする。進行年度の計算書類における期首残高の実在性、
網羅性を確認するために質問、関係書類、関係証憑との突合を実施する。計算書類等
の表示については、社会福祉法人会計の基準に定める様式に従っているかについて確
認する。

5.会計方針選択の妥当性 法人が選択している会計方針が社会福祉法人会計基準に準拠したものになっているか
について確認する。

6.内部統制の整備状況 主要な業務プロセスにおける内部統制について質問書又は書類の確認等により整備状
況を確認する。

（３）予備調査について

※ 法人は、予備調査において洗い出された課題を改善し、監査対象年度の期首までに監査を受けるために
必要な体制を整える必要がある。法人の監査受け入れ体制の整備状況によっては監査を受けることができな
い可能性もあるため、十分な体制整備期間が必要である。

4



【第１様式】

○法人単位貸借対照表

○法人単位資金収支計算書

○法人単位事業活動計算書

【計算書類】

・借入金明細書

・寄附金収益明細書

・補助金事業等収益明細書

・事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書

・事業区分間及び拠点区分間貸付金（借入金）残
高明細書

・基本金明細書

・国庫補助金等特別積立金明細書

【附属明細書】

【第２様式】

○貸借対照表内訳表

○資金収支内訳表

○事業活動内訳表

・基本財産及びその他の固定資産

（有形・無形固定資産）の明細書

・引当金明細書

・拠点区分資金収支明細書

・拠点区分事業活動明細書

・積立金・積立資産明細書

・サービス区分間繰入金明細書

・サービス区分間貸付金（借入金）残高明細書

・就労支援事業別事業活動明細書

・就労支援事業製造原価明細書

・就労支援事業販管費明細書

・就労支援事業明細書

・授産事業費用明細書

【第３様式】

○事業区分貸借対照表内訳表

○事業区分資金収支内訳表

○事業区分事業活動内訳表

【第４様式】

○拠点区分貸借対照表

○拠点区分資金収支計算書

○拠点区分事業活動計算書

③拠点区分別①法人単位 ②事業区分別

（1）計算書類及び附属明細書に関する証明範囲について

法人単位の計算書類

及びそれに対応する

附属明細書の各項目を

証明範囲とする。

※証明範囲としては上記とするが、法人単位の計算書類及びその附属明細書は拠点区分別の積み上げであるため、必要に応じ
て、拠点区分別の計算書類及びそれらの附属明細書についても確認の対象となる。

２．会計監査の実施範囲（証明範囲の設定）

5



・
・
・

法人単位貸借対

照表に対応する各

項目を証明範囲と

する。

（２）財産目録に関する証明範囲について

（単位：円）

場所・物量等 取得年度 使用目的等 取得価額 減価償却累計額 貸借対照表価額

現金 現金手許有高 － 運転資金として － －
普通預金 ○○銀行○○支店 － 運転資金として － －

－ － －
－ ○月分介護料 － －

・・・・・・ ・・・・・・・・ － ・・・・・・・ － －

土地 所在地番○○　地目○○ －
第１種社会福祉事業である、○
○施設に使用している

－ －

建物
所在○○　家屋番号○○　種
類○○

19●●年度
第１種社会福祉事業である、○
○施設に使用している

1,200,000,000 700,000,000 500,000,000

建物
所在▲▲　家屋番号▲▲　種
類▲▲

19××年度
第１種社会福祉事業である、▲
▲施設に使用している

800,000,000 400,000,000 400,000,000

定期預金 ○○銀行○○支店 －
寄附者により○○事業に使用
することが指定されている

－ －

・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・・ － －

車両運搬具
（車種）○○他３台　（車輌
№）・・・

－ 利用者送迎用車両 10,000,000 3,000,000 7,000,000

○○積立資産 定期預金 ○○銀行○○支店 －
○○事業の積立資産であり、資
産取得資金として管理されてい
る預金

－ －

土地 所在○○ －
５年後に開設する○○事業のた
めの用地

－ －

建物
所在○○　家屋番号○○　種
類○○

20●●年度
社会福祉施設以外（訪問介護
事業所等）の第2種社会福祉事
業に使用している

900,000,000 200,000,000 700,000,000

・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・・

　（２）　その他の固定財産

現金預金

事業未収金

流動資産合計
　２　固定資産
　（１）　基本財産

基本財産合計

財　　　　　産　　　　　目　　　　　録　　　（記載例）

平成 年 月   日現在

貸借対照表科目

Ⅰ　資産の部

　１　流動資産

6



３

監
査
報
告
書
の
作
成

３．会計監査の実施内容（重点監査項目の設定）
会計監査人は一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、計算書類等を対象として会計監査を実施する。
効率的・効果的な会計監査を実施するため、法人における業務を管理運営するための法人内部の統制の仕組み（以下、
「内部統制」という）の整備・運用状況についても確認を行う。
社会福祉法人の内部統制に関しては、公益性・非営利性の高い事業の特性等を踏まえ、会計監査人が特に注力する分野
として以下の項目（赤字）が考えられる。

＜会計監査の流れ（イメージ）＞

１

法
人
の
内
部
統
制
の
確
認

収益プロセ
ス

資金管理プロセ
ス（銀行届出印、通
帳等を別に管理してお
り、定期的に帳簿残高
と残高証明を照合して

いるか等）

人件費プロセス
（給与計算のマスター
データと人員表・組織図
の定期的な照合をしてい

るか等）

在庫管理プ
ロセス

固定資産管理プ
ロセス（定期的に管
理台帳と現物の照合をし

ているか等）

購買プロセス（発
注に関して現物と納品書
等との照合が行われてい

るか等）

事
業
（社
会
福
祉
、
公
益
、
収
益
事
業
）に
係
る

内
部
統
制
の
確
認

法
人
全
般
に
係
る

内
部
統
制
の
確
認

内部統制の確認
結果を踏まえ、そ
の整備・運用状
況のレベルに応
じて、監査の内容
（重点化項目・省
力化項目）を決定
する。

２

会
計
処
理
や
計
算
書
類
等
を
対
象
と
し
た
監
査
手
続
の
実
施

（注）会計監査を
受ける法人の状
況や公認会計士
が行う監査手法
等により内部統
制の確認方法は
様々である。

法人全般の統制 ・統制環境
・事業活動に伴うリスクの評価と対応
・統制活動
・情報と伝達
・モニタリング

IT全般統制 ・セキュリティ管理
・変更管理
・開発管理
・運用管理等

決算の統制 ・決算に係る規程の整備
・伝票承認や決算整理仕訳の分掌体制 等

適
正
な
支
出
・財
産
管
理
等
を
担
保
す
る

内
部
統
制
の
確
認
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◆社会保障審議会福祉部会報告書（平成２７年２月１２日）
【会計監査人の設置の義務付けの対象とならない法人に対する対応】（抄）
会計監査人の設置の義務付けとならない法人については、
・公認会計士、監査法人、税理士又は税理士法人による財務会計に係る態勢整備状況の点検等

４．会計監査⼈非設置法⼈に対する専門家の活用⽅法

・法人が作成する計算書類等の会計基準との整合性の点検及び改善支援
・経理体制の現状把握、効率化等改善に対する支援
・会計帳簿の記載、証憑書類の整理方法等に係る現状把握、効率化等改善に対する支援
・会計ソフトの設定、入力科目等の設定、入力マニュアルの提示等パソコン会計の導入支援 等

・法人全般の統制

例）ガバナンス体制（理事会、評議員会、監事等）、各種規程・業務手順の整備、職務分掌体制、予算実績分析
体制等に対する支援 等

・各種事業の統制

例）購買、固定資産管理、資金管理、人件費、収益、在庫管理等の各業務におけるリスクに対応した適切な手続
き等に対する支援 等

・決算の統制

例）決算・財務報告に関する規程の整備、決算業務体制、伝票承認や決算整理業務の分掌体制、計算書類等の
確定作業等に対する支援 等

○財務会計に関する内部統制の向上に対する支援の例

○財務会計に関する事務処理体制の向上に対する支援の例

○ 以下の例に掲げられたような支援項目から、当該法人の事業規模や財務会計に係る事務態勢等に即して、必要な支援
を選択して、専門家を活用することが考えられる。

（支援の例）

8


